第1章 　東アジア諸国経済の展望

本報告ではまずアジア主要国経済の近年の動向を振り返るとともに今後の見通しを定める。さらにこの短期動向を中・長期動向の中で検討する。経済指標に示される傾向を主に分析するが、特に関わりがあると思われる場合には、政治的、社会的な事象についても取り上げる。本報告は関心を持つ学者、実業家、政策当局に役立つよう、簡潔を期しているために、特に厳密で包括的なものではない。むしろ主立った問題点を強調し、東アジア経済について一定の基本情報を提供する。本章ではまず基本的な経済動向の概要と東アジア全域に関わる大きな問題について触れ、次に第2章以降がどのように構成されているかを手短に説明する。

2001年はアジア金融危機以来、二度目のアジア地域全体に及んで景気が減速した年であったが、2002年はアジアの主要国経済が緩やかな成長を遂げた一年となった（表1.1）。生産と消費における変動が国民にどのような影響を及ぼすのか測る最適な尺度として、実質GDPの成長率がある。2002年における各国の実質GDP成長率（見通し）は、この報告書で取り上げた、日本を除く11ヵ国すべてが2001年の水準を超えて、最も豊かな日本、香港、シンガポールを除くすべての国で3.2％以上の成長率を記録した。しかし、台湾、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイの経済成長率は、3.2～4.1％と、とても緩やかである。中国、韓国、ベトナムは、それぞれ8.0％、6.0％、6.5％の成長率が見込まれ、かさねてアジア地域で最も高い成長を遂げた。概して、これらの成長率の大半は一年前に出された予測値より少し高かった（International Centre for the Study of East Asian Development, 2002, pp. 9-10）。例外として、日本と香港の成長率は、インドネシアより少し低く見込まれている。

緩やかな景気回復の原因に、ハイテク関連産業の継続的な低成長がある。特に、ハイテク関連製品（事務用・電算機器、その他電気機器、通信機器等）の生産や輸出が国内産業においての重要な位置を占める台湾、マレーシア、シンガポール、タイにおいて、その影響は顕著であった。また、継続する米国経済の低迷が、アジアから輸出される財貨への需要を減少させる要因になっている。一方、中国の世界貿易機構（WTO）への加盟によって、中国の輸出と輸入が2002年に米ドル表示でそれぞれ21％と19％増加し（表1.1）、早速多くのアジア諸国に利益をもたらしたように思える。中国はアジア諸国にとって、より重要な市場であり、財貨の供給国になった。前年の報告書（International Centre for the Study of East Asian Development, 2002, pp. 1, 3-4）にて強調したように、2000年に1兆6,700億米ドルだった11ヵ国の財貨の輸出が2001年には1兆5,100億米ドルにまで減少し、多くのアジア諸国において、2001年の景気減速の主要因となった。これに対して、2002年には輸出が1.6兆米ドルまで回復し、緩やかな景気回復をもたらした。全世界の財貨の輸出における同経済のシェアも2001年の25％から2002年には26％へと回復したが、2000年に記録した27 ％を未だ下回っている（表1.1に記載の出所からのデータおよびInternational Monetary Fund, various years d, December 2001 issue, p. 74）。

2003年の予測は、国際環境を取り巻く多くの不確実性によって複雑である。第一に、米国と欧州が今の景気減速から急速に回復できるか疑問である。第二に、日本経済の前途には未だ暗雲が垂れ込めている。第三に、この報告書が作成されている時点では、米国によるアフガニスタンへの介入、イラク侵攻の可能性、また、これによるインドネシアやマレーシアのような穏健派イスラム国内における不信による大きい政治的不確実性がある。第四に、2002年後半に、北朝鮮が核開発再開を発表し、国際原子力機関の監視団を国外退去させ、韓国、日本、米国に対して数々の耳障りな脅迫を行ったように、朝鮮半島の安全保障状況を取り巻く大きい政治的不確実性もある。しかし、戦争のような出来事は逐次的でなく非連続的な効果を持つ傾向があり、これらの危険性を数量化し経済予測に取り入れることは非常に難しい。このような出来事の経済に対する効果を、経済に影響を与えている他の要因の効果から区別することも難しい。そして、大衆紙によってその影響は誇張される傾向がある。

2003年は、たいていのアジア諸国において幾分の経済成長が予測される。例外として、比較的急速に成長している中国と韓国は、概してわずかな減速が予想される（表1.2）。2003年も2002年のように、非常に緩やかな成長が概ね予想されるので、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイにおける予測成長率（4～5％）が、潜在成長率（7～9％）を大幅に下回る可能性が高い。成長率の伸び悩みは、マレーシアを除くこれらの国々にとって問題である。なぜなら、高成長は今もなおこれらの国々に影を落としている貧困の問題を和らげる最も効果的な手段と考えられるからである。インドネシアとタイは1997～98年のアジア経済危機発生まで高度経済成長を維持することで貧困の減少に大きな成果を上げた。しかし、金融危機発生後の経済成長率は低位にとどまっており、再び高成長経路に復帰すべく依然として努力を重ねている。本報告で取り上げた国のうち、フィリピンの経済成長率は過去20年にわたって低い水準にとどまり、その結果貧困の減少への取り組みは思うような成果を上げていない。中国とベトナムは比較的高成長を維持しており、これは貧困の減少に大きく貢献している。同時に両国は不平等の解消にも力を入れており、これは貧困の減少努力をさらに強化するものである。しかし、両国の経済システムは非効率になりがちであり、こうした問題の解決にも取り組んでいく必要があるだろう。

その他の国々については、相対的に豊かであり、貧困の減少は緊急課題ではない。マレーシアやシンガポールは、比較的高所得水準にあるにもかかわらず、成長のスピードは速い。マレーシアが最近のやや減速気味の成長から回復して、再び高成長経路へと回帰する可能性は十分に考えられる。シンガポールは香港や日本とともに高所得国であり、一般にこうした高所得国の経済成長率は他のアジア諸国の成長率より低くなると考えられている。韓国や台湾は経済の成熟とともに、より低い経済成長経路へと移行している時期であると考えられる。

日本は、過去10年のうち9年において2％以下の低成長を続けており、依然としてアジア地域の不安材料である。この低迷の原因が構造改革の遅れにあるという観測者は多い。アジア金融危機以降の韓国、インドネシア、タイと1990年代初め以降の日本が直面する制度的問題には、顕著な類似点がある。資産価格のバブルと甘い規制によって、金融機関がいい加減な融資を行い、企業が無分別な投資に走った点である。企業は借入金の大部分を返済することができず、金融機関は巨額の不良債権（NPL）を処理しなければならなくなった。長引く景気低迷は、日本で新たな不良債権の大幅な増加を招き、同時に日本政府の決定的な問題解決能力の乏しさが白日のもとにさらされた。不良債権関連の問題を解決するスピードは、韓国、インドネシア、タイにおいてかなり速いように思える。それは、これらの国々が金融危機後に多額の対外債務を抱えていて、援助の代償に不良債権問題を扱うことを強いる国際通貨基金（IMF）に助けを求めなければならなかったことから、部分的に説明できる。資本規制と巨額の対外債権によって外国からの援助に頼る必要が少なかったが、銀行業務能力の貧困によって中国と台湾の不良債権も近年増加しており、それがどの程度なのか懸念が高まっている。
比較的遅い成長と不良債権関連の問題を解決する能力の欠如のために、1997～98年の金融危機の後、一貫して民間投資が低い水準である。多くのアジア諸国の株価と民間固定資本形成の継続的な低迷は、民間投資家の信用の低さをよく表している。固定資本形成と在庫投資の減少は、もし比較的速い成長が2003年か04年に再び始まるなら、多くの企業が生産能力上の制約に出くわし、生産設備を拡大し始めることを示唆している。さらに、歴史的水準より非常に低い資産価格は、投資家の購入機会を作っている。もし需要が回復すれば、最終的にはアジア地域全体で投資の回復があり得るだろう。他方、多くの経済、特に、日本、インドネシア、タイにおいて、金融と企業の再建は非常に難しく、この問題は投資を鈍らせ続けるであろう。

また、幾つかのアジア諸国の政府は、責任を持って自国の財政政策を管理していないという懸案もある。最大の関心を集めるのは再び日本であり、1999年以来日本の財政赤字は年間でGDPの7％以上で、政府負債総額は2000年以来GDPを超えている（表2.2）。同様に、近年、香港（2001年）、台湾（2000～01年）、インドネシア（2001年）マレーシア（1999～2002年）、フィリピン（1999～2002年）、ベトナム（1999～2001年）において、財政赤字はGDPの3％以上に増加した。金融危機と2001年の景気減速の余波に対して、総需要を刺激するための財政政策を行ったことが部分的な原因である。しかし、これらの国々の多くは、輸入がGDPの大部分に相当し、財政政策や金融政策による総需要の拡大は非常に難しいか、不可能である。この点に関して、日本は例外である。しかし、これから数年の間に著しい増税が避けられないとの予測をもたらす急速な高齢化と就職難が、近年の思い切った財政政策の効果を全く消してしまった。

2002年においても貿易政策に関する重要な展開があった。特筆すべきは、2001年末または2002年に、中国と台湾の世界貿易機関（WTO）への加盟が割合問題なく承認されたことであろう。この加盟承認は、多くのアジア経済諸国にとって大きな好機であるとともに、課題でもあり、特にアジア地域内で大いに注目を集めた。また、中国の輸入障壁は大幅に削減されることになり、巨大な中国市場への進出を目指す他のアジア輸出国にとって大いなる好機となった。中国国内企業にとっても、市場開放による外国企業の参入は効率性の改善に寄与し、両者の競争が促進されることになるだろう。2002年における、もう一つの貿易政策の重要な展開は、二国間協定や地域協定設立の進展に対し、多国間協議はなかなか進まないことであった。中でもシンガポールは特に積極的で、日本、メキシコ、ニュージーランドと二国間協定を結び、同様の協議をオーストラリア、カナダ、欧州自由貿易連合、米国とも行った。韓国と日本は二国間協議を継続し、中国と日本はアジアに自由貿易地域を設立することを提案した。こうした協定の大半は提案通りには事が運ばないかもしれないが、アジア各国政府の間で二国間・地域協定が積極的に締結されることは別の意味を帯びてくる。それは、一般に二国間や地域協定の方が多国間協定より貿易障壁が高くなることが多いということである。これが二国間・地域協定の進展が不安視される原因である。

ここ数年間の東アジア地域における主な関心事はアジア金融危機後の政治動向であった。しかし、昨年は、テロリズムに対する米国の戦争や、イラクへの侵攻に関連する世界規模の問題に多くの関心が注がれることになった。これに関連した出来事として、インドネシアにおけるバリ爆弾事件とその後の過激派集団の取り締まりや、フィリピンにおけるアブ・サヤフの制圧などを挙げることができる。また、マレーシアやシンガポールの関連当局も、テロリストと噂されるグループを逮捕しており、テロの脅威に対し多くの注意が払われた。しかしながら、先に述べたように、比較的穏健な者も含めて、東アジア地域のイスラム教徒の多くは、過激派の取り締まり行為に対して非常に慎重な態度を取っている。ここ数ヵ月、米国はイラクに対する威嚇姿勢を強めているが、これとともに過激派の取り締まり行為の是非を問う声も高まっている。

こうした出来事があったため関心はやや薄れてしまったが、東アジア地域では2002年においても政治面で大きな変化があった。第一に、中国では、胡錦濤氏が江沢民氏の後継者として総書記に選ばれた。ただし、江氏は、中央軍事委員会の主席としてその権力を保持している。この指導者層の交代に関して注目に値する点は、権力委譲の際に論争を呼ぶような問題は発生せず、政情の安定化に配慮がなされていたことである。第二に、韓国では、廬武鉉氏が新大統領として選出された。彼は、前任者の対北朝鮮関与政策を継続すると公約している。しかし、北朝鮮が核開発に固執した場合、この公約が守られるか否かは、切実な問題となろう。第三に、フィリピンでは、グロリア・アロヨ大統領が年末の演説において、政治的案件に気を取られず経済の再建に専念するために、2004年の大統領選挙に出馬しない意向を表明した。また、長きにわたる闘争により多くの犠牲者が出たインドネシアのアチェ特別州では、休戦協定の調印がなされ、国を悩ませた地域紛争の解決に向けた重要な第一歩となった。

個々の経済を検討する前に、その経済的な成果を評価する指標について、やや詳しく触れておきたい。最も基本的なものは各経済の規模と生活水準を示すもので、四つの指標が表1.1に掲載されている。それは、国内総生産（GDP、一年間にその国内で生産された最終財・サービスの価値）とその一人あたり額である。経済的厚生の尺度としておそらく最も一般的に使われるのは、米ドル表示の一人あたりGDP（各国の年々の国内総生産を、当該国通貨の年平均対米ドル・レートで換算した値）であろう。また、米ドル表示のGDPが経済規模の尺度としてもよく使われる。しかし、金融危機以降の米ドル表示の一人あたりGDPは大きく変動しており、誤解を招く危険がある。例えば、1996～98年の一人あたりGDP（米ドル表示）の下落は、韓国で40％、インドネシアで59％、マレーシアで32％、フィリピンで25％、タイでは40％であった。この喪失の大半はその後回復され、2002年には1996年の水準をそれぞれ韓国で15％、インドネシアで25％、マレーシアで22％下回るに留まっている。

こうした変動は、米ドル表示の一人あたりGDPが生活水準の指標として二つの大きな欠陥を持っていることを反映している。第一に、この指標は物価の時間的な変動を十分に反映していない。物価の時間的変動に対する調整は、国内通貨表示の一人あたり実質GDPを比較して行うのが通例で、以下の第2～12章は主としてこれに拠っているが、この尺度は国際比較が困難なために表1.1には掲げられていない。第二に、米ドル表示の一人あたりGDPは物価の国際格差を反映していない。これを反映させるためには、通貨1単位の各国各年の購買力を同一とするように計算された国際ドル表示で一人あたりGDPを比較するのが一般的である（Heston, Summers, and Aten 2002）。こうした調整の結果、富裕国と発展途上国の所得格差は縮まる。なぜなら発展途上国では非貿易品目、特にサービスの価格が富裕国よりも安いからである。2002年の韓国と日本における米ドル表示の一人あたりGDPの比は0.31であるのに対し、国際ドル表示では0.70になる（表1.1）。低所得国ではこの対比がさらに鮮やかになる。タイ対日本の場合では0.06が0.25に、インドネシア対日本では0.03が0.12、ベトナム対日本では0.01が0.08となる（表1.1）。

また国際ドルで計測すれば、一人あたりGDPの変動の幅が、年々の米ドルで計測した値よりも小さくなる。1988～96年にかけての一人あたりGDPの成長率を国際ドルで測れば、米ドルでの計測値よりもはるかに低くなり、1996～2002年について同様の比較を行えば、逆に成長率が大きくなる。中国とベトナムは例外であり、1988～96年について国際ドルで測れば米ドルでの計測値より変動幅が大きくなる。さらに、1996～2002年のベトナムについては両者に大きな違いは見られない。当センターの過去の報告（1999年（5頁、19頁）、2000年（5頁））で詳述しているが、特に中国に関しては国際ドルでの推定値が論議の的になっている。一人あたりGDPの伸びで見た場合、国際ドル換算の方が米ドル換算よりも大きいということは、1996年以前における中国の国際ドル表示のGDPは過大評価されていたということである。しかし近年下方修正されて、このような過大評価の生じる余地が著しく小さくなった。

一人あたりGDPを測るのに、どの尺度を使ったとしても完璧ではないことをここで強調しておきたい。基本的な点として、その数値には市場を介さない生産が含まれない。市場を介さない生産には、家族や隣人による無償の行為のようにプラスに働くものもあれば、補償されない公害などマイナスに働くものもある。それゆえ他の経済指標や、生活水準を測る他の尺度を活用することが重要である。これについては以下の各章で検討する。

各章はそれぞれ3つの部分からなっており、どの章も共通に、最初の2つの部分では各国経済の基本動向を展望し、国際取引の実態を詳しく検討している。章末の表は1983～2002年の各国の基本的な経済指標と、国際取引の統計を示している。3番目の部分は章ごとに異なる。日本の章では、当センターの立地と読者が多く居住することを踏まえて北九州市経済とその対アジア貿易に焦点をあてている。また他の章では各国経済の対日貿易に重点を置くものとする。なおそれらに関しての表は、データと紙数の制約のために近年の5～10年に限っている。

そして、表1.1および国別の表での2002年の数字は、公式の推定値・予測値ではなく、説明目的で添えられたものであることをご理解いただきたい。これは表1.2の予測のようにモデルを使って行ったものではなく、データの出所および注に記したような仮定の下での、「経験に基づいた推測」である。例を挙げると、人口成長率についての仮定は過去の年次成長率からの推測であり、為替レートと株価指数については年間の確定した数字に基づいている。これらの推定値は比較的正確なはずであるが、他の指標については推定値の誤差幅が広いこともある。GDPの成長率やインフレ率（GDPデフレータの伸び率）に関する仮定は、①表1.2の予測やその他の関連予測、②2002年初頭からの2ないしは3四半期の値、③当該国の事情に通じた学者、政策当局者、実業家諸氏との談話から得た知見に基づいている。雇用、GDPシェア、財政・金融指標、国際収支、貿易シェア、および銀行貸出の推定値は、2002年初めより9ないし11ヵ月間の傾向から外挿した。

最後に、情報収集に協力いただいた多くの方々に感謝するとともに、本報告の誤謬、見解の責任は執筆・編集者のみに帰することを申し述べておきたい。
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